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要約
水資源開発のために我が国では巨大開発が行われてきた。また、将来的に多くの事業が
予定されている。それらの事業は計画以来20年以上を経ており、必要性が失われたにもか
かわらず、当時の過大な需要予測のままに強行されてきた。当時は予測できなかった自然
環境の破壊もすでに明らかとなっているにもかかわらず、見直しは十分にされていない。
建設省は1997年に河川法を改正し、軌道修正をはかつているがそのためにも問題点を明ら
かにすることが求められている。
オランダは1970年代から合理的な水管理事業の政策分析を行い、国民のコンセンサスを
得るために、意志決定の方法を構築させている。今日もなお政策分析の手法において生態
系維持や塩水混合域についてより優れた開発を続けている。これらを紹介するとともに、
国民の批判を受けた長良川河口堰事業を検証することをこの研究の目的とする。長良川河
口堰は1959年に水源開発を目的に企画され、 1995年に完成した。それらの経済的また自然
環境に対する損失は計り知れない。また、 1971年に完成され、運用されている利根川河口
堰の環境影響評価が環境庁のもとで1997年に実施された。それについても言及する。
1997年の河川法改正によって治水、利水に加えて
1.はじめに 生態系ならびに住民との協力関係にも配慮すると
いう方向転換が行われた。すなわち、先進諸国で
利水および治水を中心とした我が国の水管理は はすでに20年以前から生物多様性を視野に入れた
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水管理を指向していたのに対して我が国は強力な
官僚機構と企業、政治家との連携による生態系や
自然保護を無視した開発が先行していたのであ
る。後追いながら、自然破壊や経済的損失を招く
不要な開発を防ぐ方向に視野が向けられたのは歓
迎するべきことである。しかし、都市部ではすで
に必要な工事が終了したために生物の共存と言う
ことで新たな工事を発掘したとの見方もある。建
設省はこれらの疑問に答えるべく、自然の残って
いる水域を破壊しないように心がけてほしい。
我が国の水管理は建設省だけでなく、多省庁に
ゆだねられており、その連携は必ずしも十全では
ないように見受けられる。将来に禍根を残す開発
計画は依然として、目白押しに存在する。それは
河口から流域の分水嶺さらに地下水にまで到る。
たとえば、開発による干潟の喪失、河口堰建設、
水源部の開発、利水ならびに揚水発電用ダム建設、
水脈を切断するトンネル工事、森林を破壊する道
路、森林伐採、工場による土壌汚染、下水処理場
建設、廃棄物処分場建設、清掃事業所の建設、住
宅や観光施設の建設、流域を変更する導水事業、
などなど数え上げればきりがない。これらは多く
の省庁の管轄であり、また、複数の省庁がかかわっ
ている場合が多い。たとえば自然破壊をもたらす
オートキャンプ場施設を8省庁が競って建設する
という有様である。
水管理は、水量、水質ならびにそこに生きる生
物を守ることである。また、カメのように砂浜を
産卵場とする生物、外洋と陸を行き来する生物、
渡り鳥、栄養段階の頂点、に立つ生き物を守ること
である O 人聞は現在ならびに将来的な食料や医薬
品などをこれらの生物に依存しているわけであ
る。この必然性がこの国では考慮されていない。
河川法が改正されでもこれらの認識なしには改善
はおぼつかない。
オランダは日本の国土の面積の10分の lであ
り、人口も10分の lである。九州とほぼ同じ面積
で、国土の3分の lは海面よりも低い。ライン川、
マース川、スヘルデ川の河口に位置し、ヨーロッ
パの汚染物の集積場でもある。このような立地に
あって、オランダは中世から命がけの水管理を強
いられてきた。オランダと日本との決定的な違い
は日本が急峻な山および森林を擁しているのに対
して、オランダはほとんど平坦であり、森林も 9%
と少ない。したがって国土の水管理が容易で、ある
とも考えられる。しかし、我が国でも流域単位や
流域利用単位で考慮すれば、水利用、洪水対策、
生物多様性の保護などの管理は可能である。
そこで、オランダの水管理を紹介し、我が国で
の適用を長良川河口堰を例として考察したい。オ
ランダでは水管理に対して市民のコンセンサスが
不可欠である。我が国では都市と地方が搾取と犠
牲という形で示されているが、都市の利水の抑制、
エネルギーの節約、廃棄物の減量、レジャーの形
態の反省など、都市住民が果たすべき役割を明確
にすることが我が国の水質、水量、生物多様性を
健全なものにするために必要である。このことが、
地方の公共事業による環境破壊を食い止めること
にもなるのである。
2 オランダの水管理の歴史
オランダは堤防を築き、海水を排除して国土を
拡大してきた。したがって、水管理も高潮や河川
の氾濫による洪水対策(第1期)、農業用水として
の水管理(第2期)、が主要な目的で、あった。第二
次大戦後の工業や農業の発達は深刻な水質汚染を
もたらし、その対策が加わることとなった(第3
期)。
1953年の南西部の大洪水は死者1900人の犠牲者
と経済的な損失を出し、その対策として1958年に
すべての河口域の閉鎖を目的としたデ、ルタ計画法
案が議会を通過した。同じ時期には新しい干拓地
を開発するゾイデルプロジェクトも計画された。
1970年になって、漁民や自然保護団体が貴重な生
物資源のある東スヘルデ、河口域の閉鎖に強く反対
した。政府は調査の末、可動の防潮堰の建設で合
意を得た。 1976年の大渇水よる農業や船運の被害
も水管理の転換をせまるものであった。この問、
住民の不信感の増大に対応して新しく計画された
社会基盤の環境に与える影響に関して住民や自然
保護団体との意見交換を開始した。それを契機に
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総合的水管理(第4期)の概念が生まれ、 1985年
の運輸・公共事業・水管理省によって「水と共に
生きるJという題の覚え書きによって推進された。
1986年のスイスのサンドス社によるライン川の化
学物質汚染はリスク管理の必要性を明確とした。
総合的水管理を行うに当たって、住民や自然保
護団体との合意を得るために、協力と意見交換を
求めることが必然となり、そのためには多くの
データの提供や政策分析のためのツールが必要と
なった。また、 1970年以前は lつの解決策のみを
提示していたのが、複数の代替案が住民に提示さ
れるようになった。これに伴い、環境省はおおく
のNGOが専門的知識を得るように経済的援助を
行っている。総合的水管理は当初は水量と水質の
管理で、あったが、 1989年に生態学的な要素が盛り
込まれ、主要目標として安全で住み良い国を作り、
維持すること、および持続可能な利用を保証する
健康的な水システムを開発し、維持することと
なっている。
総合的水管理を行うに当たっては行政組織の専
門家の変化がある。従来は土木の専門家集団で
あった公共事業・水管理局の職員は生態、化学、
環境、法律など多くの広範囲の専門家で構成され
ている。
オランダの行政組織は1993年現在では水管理に
ついて政策決定に関与する省および主要な関連法
規は、運輸・公共事業・水管理省(水管理法、表
流水汚染規制法、地下水法、船運法)、住宅・国土
計画・環境省(環境管理法、土壌保護法、飲料水
供給法)である(現在のオランダは組織の改編が
行われている可能性がある)。これらの組織は各地
区の水管理組織や非政府組織の専門家と協力して
水管理政策計画の開発にかかわっている。
さらに重要なのは政策計画か*決定され、実施さ
れた後はその監視と評価が行われ、それがさらに
次の政策決定に生かされることならびにそれらの
分担責任機関が明らかにされていることである
(Stortelder， 1993)。
3. PAWN 
PAWN (Policy Analysis of Water Manage-
ment for the Netherlands)は水管理についての
政策計画開発にもたずさわった水管理政策分析で
意志決定を支援するツールであり、 1976年に開発
を開始している。オランダの水管理に関する各種
のデータベースを統合し、計算する。その目的は
L多くの代替案を提出することが出来る。 2.精密
を重んずるよりも幅広い面を持つ。 3.各種モデ、ル
とのやりとりができる。 4.水利用の要素を取り込
むとしている。すなわち、洪水や地下水などの自
然システムに加えて、水利用に関するシステムを
とりこむことである。
PAWNの基本要素は利用者機能と、水システム
である。これらは密接な関係を持つ。
すなわち、第 lの利用者機能では奨励手段とし
て、利用者の水需要の抑制と汚染物質の排出の抑
制により基盤施設/管理手段としてのシステムの
状態(水質、水量、生態系など)と水の配分(水
量、水質)に良い影響を与える。さらにそれらは
軽減手段として利用者への悪影響を防ぐというこ
とが基本となる。
第2の利用者機能(需要と排出)の第I次的機
能は農業、工業、家庭、船運、発電、漁業、レク
リェーシヨンであり、第2次的機能は飲料水の浄
化、汚水処理である。これらの結果である汚染物
質の排出は水需要の結果とともに自然システムヘ
インプットされる。
自然システムには汚染物質の排出と水需要の結
果のほかに、大気汚染による汚染物質の沈着や、
土壌汚染の結果としての表流水や地下水の汚染が
加わる o 自然の水システムではシステムの状態で
ある生態的環境、水質、水量がその結果として決
定され、それが利用者の水量と水質を決定する。
PAWNの開発は1970年代にさかのぼり、その際
は水量と経済性(費用と便益)が検討されたが、
数度の段階を経て、 1990年代には水質と生態環境
ならびに地下水が分野に拡張され、現在さらに、
空間計画(主として氾濫原管理)、地域化、塩水系
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との統合(河口域と海)がはかられている。
PAWNで利用するデータベースとモデルは外
部委託によって開発されるがデルフト水理研究所
が主要な役割を担っている。全システムの統合は
公共事業・水管理局によって行われるo
その主要なモデルとデータベースを以下に列挙
する。
利用者機能:需要と汚染物質の排出
(農業)
DEGMEN:水需要
NITSOIJPHOSOIlANIMO :栄養素の排出
(発電)
EPRAC :冷却水の需要
(飲料水と工業用水の供給)
DRISIM:水需要
(排出削減一浄化とインセンティプ手段一)
STRAVERA :排出削減の手段と費用を含む
データベース
REVIEW:排出データのデータベース
水システム:配水と配分
(表流水系量)
DISTRIBUTION MODEL (配水モデル):水
需給のネットワークでの均衡
(表流水一質)
DIWAMO:地区の水質
DBS(DELWAQ-BLOOM-SWITCH) :ネット
ワークにおける水質
DELWAQ:化学的成分、 BLOOM:富栄養
化
SWITCH:堆積物と水の相互作用を含む
(地下水)
NAGROM:国内水準での飽和地下水流
DEMGEN:地区水準での水需給の均衡、不
飽和地下水流、基礎排水
(一般)
HAGEDIS:水システムの恒常的データを含
むデータベース
利用者機能:影響と評価
(農業)
DEMGEN:水供給不足(水量と水質)がもた
らす産出歩留まり、便益/損害と費用
(発電)
EPRAC:水供給不足がもたらす冷却の追加
費用
(飲料水と工業用水の供給)
DRISIM:水供給不足(水量と水質)がもたら
す追加費用
(舟運)
SHIPPING:水不足がもたらす影響
(自然)
DEMNAT:陸上生態環境に対する影響
DEMAQUA:水生生態環境に対する影響
HEPIHSI (動植物生育地評価手続き/動植物
生育地適合性指標):非生物変数(酸素、
水位など)との関係に基づいた特定種の適
合性指標の測定 (0<HSI<1)
(レクリェーション)
(評価)
BOSDA:多基準評価ノtッケージ
オランダと日本は必ずしも同じ産業構造ではな
いので日本が同じモデルとデータベースを作成、
利用することは出来ない。しかし、たとえば、オ
ランダで主要な交通手段である船運は日本では最
近見直されてきているので、排除すべきでない。
また、日本の水力発電は水の流れを変えてしまっ
ているので、追加すべきである。とくに、揚水発
電用に建設されているダムの利用効率の低さから
考慮すると、この評価法はエネルギー利用とも関
連させるべきであると考えられる。また、洪水対
策など、急峻な地形および複雑な地質、地震や火
山、台風や集中豪雨などの天災に見舞われやすい
日本の独自のモデルとデータベースが必要であろ
う。その場合は森林保護や遊水地の設置、住民の
移動など、人命の損失を防ぎ、なおかつ自然環境
を保護する方策を検討するべきである。そのため
には最適な費用対効果が同様に前提となる。
オランダはGIS(地理情報システム)を利用し
て水路の情報がすべて集中管理され、地域の情報
も同じように管理できる。したがって、汚染物質
の排出に関して化学物質の排出移動登録(日本も
この制度を取り入れることをOECDによって勧告
されている)が1970年代から検討されており、実
小椋:オランダの水管理政策分析システムを応用した既存河口堰の評価 17 
際に実行されている。
日本ではオランダの水管理政策を真似るために
は国全体では困難であろうが、流域単位で行えば
実行可能である。たとえば、利根川、荒川、多摩川
流域を統合した関東エリアで行えば良い。遠方で
製造され、送電されている電力についてはより広
い単位でのエリアを対象として検討すればよい。
オランダの水管理政策の特徴はし関連官庁はも
とより、専門家や利害関係者の意見を広く聞き、
協議して決定する、 2.PAWNによってその政策の
是非を明確にし、 3.何もしないことを含めた代替
案を提出し、 3.情報公開することである。考慮す
る範囲としては時代とともに水量から水質そして
自然環境にまで拡張されてきた。このようにして
はじめて、国民の意識の改革(有害物質を排出し
ないことと環境資源の節約)ならびに税の有効な
使用についてのコンセンサスを得られるのである
(Stortelder， 1993; van Beek， 1993 & llijklema， 
1993L 
オランダは環境政策が進んだ国であることはよ
く知られている。たとえば、先に述べた化学物質
の排出移動登録やエミッションデータの公表、
LCA研究、化学物質の統合的な評価システムであ
るUSESおよびEU諸国に共通して使用できる
EUSESの開発などである。このようにコン
ビュータモデルと多くのデータベースを駆使した
最適化のためのさまざまな評価方法が行われてい
るo
4.長良川河口堰
日本の大小を問わず環境に影響を与える公共事
業およびそれに準ずる事業は近年、その必要性に
対して多くの人から疑問を投げかけられるように
なってきた。すなわち、公金を消費する事業のた
金金主茎であり、必要性はないがしろにされてき
た。そのシンボルとなったのが、長良川河口堰で
ある(長良川河口ぜきに反対する市民の会、1991)。
たまたま長良川が本流にダムがないただ一つの河
川となってしまったために、問題になったに過ぎ
ず、全国いたるところに利用されていない河口堰
や漁港、干潟の埋め立てや渡諜、コンクリートで
覆われた海岸、湖岸、農業用水路を含めた河川の
護岸工事など生物によって浄化される水域、とく
に水と陸との境界領域を破壊してきた。
ょうやく成立した環境アセスメントメント法
(1999年6月から施行)は従来の要綱にくらべれ
ば、環境庁の権限が強化されるものの、事業の環
境影響評価であることに過ぎず、事業自体の必要
性については検討する事は出来ない。重要なのは
その計画が(1)その時代および将来にわたって必
要か否か、および (2)経済状態を勘案して現時点
で実行すべきか否かのアセスメントである。勿論
計画アセスメントの段階で (3)環境に及ぼす影響
評価についても行う必要がある。ここではそれを
まとめて計画アセスメントとよぼう(行政などで
言われている計画アセスメントとは異なる)。
河口ダム構想
河口ダム構想は昭和34年に始まる。長良川は地
形上本流にダムを建設するのが困難であったため
に、当時の建設省の官僚が水利用を目的とした河
口ダムを提案した。その後、伊勢湾台風などで多
くの人命が失われた。戦後の治山対策の不備から
起きた災害によって建設省の最大の事業で品ある洪
水対策が加わることになる。つぎに建設省は塩害
対策をその目的に加えるようになった。洪水対策
は護岸工事を行うことが主で、河口堰建設とは高
潮対策以外には関係がない。上流からの洪水に対
しては水位の高い堰や漂流物が構造物に引っかか
り、水の流れを遮る方が堰付近の住民にとっては
恐怖である。
塩害防止策を提案したのは、洪水を防ぐために
渡諜を行うので、海水が上流に遡上する、そのた
めに地下水が塩水化したり、農業用水が取水でき
なくなるということが理由である。しかし、堰付
近の長島町の農家ではこれらの被害を防ぐために
知恵を働かせて、対処してきた。これらを勘案し
てみると、地下水の塩害化を防ぐことは他の方法
で可能であることは明白で、ある。農業用水は少し、
上流から取水すれば問題は生じない。一歩ゆず、っ
て洪水対策の渡諜を認めたとしても、護岸工事を
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きちんとすれば、塩害と洪水は防ぐことはできた。
しかし、河口ダムにこだわったのはやはり、利水
のためのダム建設が主目的であるからである。
河口ダムの名称はいつの間にか河口堰に変わっ
た。長良川の河口堰は貯水池ではない、ただの川
であることが必要であったからである o それは環
境基準においてはダムはリン、窒素の濃度が厳し
く定められている。残念ながら、長良川の水質は
はなはだ芳しくなく、リンの濃度がアオコの発生
で有名な諏訪湖の濃度と同じ0.27mg/lを記録し
たことがあるからである。したがって、水をため
ると、同じようにアオコが発生することが予想さ
れた。不幸にも予測は的中し、アオコは実際に発
生してしまった。ちなみに川にはリンの環境基準
はない。その思想、は川には植物プランクトンはい
ないという思いこみからである。水深が深く、流
速が遅い河川では植物プランクトンは発生してい
る。植物プランクトンの発生は同時に堆積物への
有機物の沈降を生じ、堰で隔離された堆積物は腐
食性の泥と化す。そのような底泥からはリンが水
中へ溶出し、富栄養化とそれに伴う貧酸素層の形
成へとつながる。全国の浅い湖沼で問題となって
いる栄養塩の悪循環がダムで生じるのである。
河口堰構築の決定
大規模公共事業の決定は閣議で行われている。
関係省庁の責任者の説明と当時の閣内の議員のみ
により、決定された事業は当初の予算だけでなく、
追加予算についても議会の議決にははかられず、
消化される。水資源公団という自らは経済破綻し
ない組織(すべて利用者に価格を転嫁できる)と、
財政投融資という巧妙な財源を利用して公共事業
は際限なく続く。
一般市民には事業が決定され、開始されてから
はじめてその事実が知らされる。その時は、最後
の漁協が刀折れ、矢っきて事業に調印し、漁業補
償が締結された後である。したがって地元はとも
かく、一般の人が知るときには、すでに事業が開
始されている。長良川河口堰の場合も最後の漁協、
赤須賀漁協など3漁協が堰建設に同意し、岐阜県
知事はただちに工事を承認した。 1959年における
建設省官僚によるダム構想、 1973年金丸建設大臣
による河口堰建設認可、 1988年工事着工、 1993年
本体工事完成、以上が長良川河口堰の建設までの
年譜である。自然環境は漁業者の所有物ではなく、
一般市民のものであり、また、世界の人や全生物
のものである。漁民の抵抗によって構想から約30
年間も工事を遅らせたとはいえ、初期から全国民、
全世界の人のための川という考え方があったな
ら、方向はかなり変わっていたであろう o 残念な
がら、未だに、そのようなグローパルな思想は建
設省にはない。
水需要予測
河口堰の建設は洪水や塩害防止などいくつかの
説明のための目的変更があったものの、主な目的
が利水であったことは後述する費用のアロケー
ション(負担配分)で明らかである。 1秒間に22.5
m3を三重県、愛知県、名古屋市で利用するための
堰である。
高度経済成長期にたてられた予測は過剰な水需
要を計画した。しかし、 1973年のオイルショック
を契機に企業は工業用水の効率的利用を押し進
め、企業によっては90%以上のリサイクルを行う
にいたった。また、新たな企業の進出もなく、工
業用水の需要は全く望めない。一方、生活用水で
ある水道水は漸増しているものの、特に人口が急
増するわけではなしやはり期待値は望めない。
現在l人あたりの使用量は全国平均1日390リット
ル(この地域は約400リットル以上)程度であるが、
当時はヨーロッパの数倍を消費しているアメリカ
の水需要を例として600リットルを計画していた。
現在ではそのアメリカでもダム建設は行わないと
しており、ダム建設の代わりに水の供給は節水で
まかなうと位置づけている。
5.堰構築と関連する施設の事業費用およ
ぴ事業費負担
事業費用およびその負担事業体についてはすべ
て宮野雄一氏(宮野、 1991; 1995 ; 1997)のデー
タを使用している。
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堰構築と関連する施設の事業費用
l.堰建設費:1500億円(1965年現在123億円)
2.漁業補償費(推定): 160億円以上
億円以上2.3.4.はl.に含まれると思われる。
そのほか
3.輪中対策(海津町洪水防止、国場整備費、長島
町など): 655.8億円以上
4.木曽三川公園 56.6億円
以上1988年までの分で、関連補償事業費合計882.4
事業費負担
5.自動水質測定器約9機
6.曝気船・藻類回収船約7機
7.堰運転費 800億円以上
8.導水事業 ? 
9.金利
表1 長良川河口堰の自治体別総純負担額(治水・利水分) (億円) (宮野試算、 1991)
費用/白治体名など 岐阜県 三重県 愛知県 名古屋市 自治体小計 国民 合計
(1)建設費(元利込み)負担 68 1097 824.5 172.5 2162 779 2941 
(2)維持管理費負担 50 175 153 22 400 400 800 
(3)費用合計 (1) + (2) 118 1272 977.5 194.5 2562 1179 3741 
関連自治体は堰竣工後、 23年間で負担額を精算しなければならない。岐阜県は治水分のみ、名古屋市は治
水分と工業用水分はない。国民負担は補助金で、治水、利水および交付税分を負担する。
表2 堰の利水維持管理費・元利負担金 0995年度決算:億円)(宮野、 1997)
自治体名
維持管理費 7[j利負担/年*1 建設費
A B A+B 費用振割 克利償還金*2 総負担刊
愛知県
上水 1. 24 9.65 10.89 119 222 262 
工業用水 3.66 29. 13 32. 79 349 500(670) 790 
小計 4.9 38. 78 43.68 468 722(892) 1052 
三重県
上水 1. 18 9.57 10. 75 118 220 260 
工業用水 2.66 16.74 19.40 266 355(385) 518 
小計 3.84 26.3 30. 14 384 575(605) 778 
名古屋市
上水 0.83 6. 74 7.57 83 155 182 
利水合計 9.57 71. 83 81. 4 935 1452 (1652) 2012 
L一一一一一一甲山
*1 *2の( )内の負担金の23分の l
* 2 ( )は工業用水の建設期間中の一時負担金の元利償還分込み
*3 総負担は全元利償還金十県一般会計繰入金+補助金
表3 利水量 (mγs) (宮野、 1997)
自治体名など 岐阜県 三重県 愛知県 名古屋市 自治体小計
(1)上水 。 2.84 2.86 2.00 7. 70 
(2)工業用水 。 8.41 6.39 。 14.8 
(3)合計(1)+ (2) 。 11. 25 9.25 2.00 22.5 
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6. PAWNからみた計画アセスメン卜
すでに述べたように、分析するまでもなく、当
初から計画は破綻しており、ここで述べるまでも
ない。しかし、 PAWNにおいて検討されるべき観
点を次に列挙し、定性的に述べる。
n水需要の過大な予測が露出させた制度の不備
右肩上がりの経済成長から予測された過大な需
要の修正が早期にまた、健全に行われていれば、
「事業の失敗J による損失は少なかったと思われ
る。しかし、三重県は実際に建設前に需要予測を
行っていたので当然見直されるべきであった。こ
の問題で最も注目すべきなのは「途中アセス」と
「途中で引き返す制度Jが存在しなかったことで
ある。例えが悪いが「戦争で、負けることがわかっ
ていて、突撃をするようなものJで国民を災難に
まきこむことを想定していない。ここでも「危機
管理Jが不在であることを露呈した。見直しは出
来ないと建設省がいうが、その理由が複数の自治
体が関与しているからとか、多目的であるからと
いうのは、すでに投資した費用の配分に関連する
ためであると思われる。河川の工事なので、複数
の自治体が関与するのは当然であるし、建設省が
言う洪水対策や塩害対策は国民を納得させる根拠
がない。現在市民側に反省するべき点があるとし
たら、長良川河口堰問題の環境面が強調され過ぎ、
費用便益分析がどちらかというとないがしろにさ
れたことである。しかし、宮野は費用便益につい
て精力的に解析を行っていた(宮野、 1991、1995)。
おそらくパプルが崩壊する以前であり、公共事業
費に対して現在に比べて国民が寛大であったため
である。長良川にとっては不幸な時期に建設が開
始されたというべきであろう。
建設省は後述するようにダム等事業審議委員会
を設置して、「中止Jをする事が出来る制度をつ
くった。制度は人がつくるわけであるから、いか
なる時代でもいかようにも変えることは出来たは
ずである。
2)自然環境に対する影響評価
昭和43年の「木曽三川河口資源調査」をもとに
環境影響評価を行っており、知識としてかなり古
いことや、この調査は河口堰建設影響を視野にい
れた影響評価かどうかは担当者ごとに異なる。着
工する前にコンサルタントではない専門家(日本
自然保護協会などの環境NGOなど)へ委託する事
が重要である。コンサルタントは継続事業を受注
するために事業体に都合の良いデータを提出する
可能性がある。NGOがコンサルタントヘ発注して
も良いわけである。また、都合の良い回答をする
専門家を選んでお墨付きを建設省は得ている節が
ある。建設省および水資源公団は多くの批判に対
して1991年に工事中に水質・藻類などの観測と予
測および魚類への影響予測などを行った。 1989年
頃の公表されたパンフレットに記載された“堰建
設による水質の影響がない"から、 1992年の報告
書における富栄養化の指標であるクロロフィルa
値は平均年最大5.6μg/l、渇水年最大.23.7μg/lと記
載し、さらに湛水後の1995年の報告書でこれらに
ついては、平均10"-'20μg/l、渇水年30"-'60μg/lと
述べている。実際のクロロフィル濃度はより正確
な手分析でこれらの値よりも多いことが証明され
ている((財)日本自然保護協会、 1996)。“堰建設
による水質に影響ない"というのはクロロフィル
a値だけでも「誤りJであることを内外に明確に
するべきである。
3)建設省官僚の責任
この問題は重大である。需要予測及びそれに連
なる経済的破綻ならびに環境影響予測が多くの人
に指摘され、陳情までされているのに、立ち止ま
らない無責任さは省益にのみ逼進した建設省のす
べての官僚にある。失政に荷担した人になんらか
の罰則を課すことなしにはこのような公共事業の
無駄遣いは一向に収まらない。未だに政府は経済
成長には建設公共事業が必要であるとし、さらに
過ちを重ねようとしている。行政改革で運輸省や
国土庁が建設省と加わることにより、一層の巨大
公共事業支出固となることが心配されている。公
共費の68%を建設省がここ10年以上消化してい
る。事業のための事業、消化するための予算は決
して変わらず、土木天国、福祉地獄は続くであろ
フ。
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4)情報公開
情報公開についてはいわずもがなである。さす
がに最近では建設省はデータの公表を行うように
なったが、関連の水資源公団のデータなどいまだ
に公開が十分でない。会議の公開や計画段階の公
表などはほとんど行われていない。後者の場合は
とくに投機の対象となるからということもある
が、むしろ、地域名がでる場合に投機を制限する
ことが重要である。国民から邪推されないために
もすべて透明とし、公開に踏み切ることが必要で
ある。
5)漁業補償・輪中対策
漁師のねばり強い反対運動によって工事が遅れ
たわけであるが、結局顔のない建設省の官僚とは
勝負にならない。先に述べたように、力つきて補
償を呑むことになったのであろう。その場合の正
確な補償費を知ることが出来ないが、生き甲斐と
伝統を失った代償だと思う。しかし、一般市民や
世界の市民にとっては知られていない生物(薬や
食料の遺伝子)が絶滅したかも知れないし、環境
が悪化し、水質浄化の機能が損なわれ、補償を貰っ
ていない上に、税金は食いつぶされている点で多
大な環境的・経済的損失である。
一方、輪中対策に総額600億円も支出されたが
(農水省関連もある)、この住民はうまいことを
やったとも思えない。洪水対策として必要とあれ
ば当然支出されるべきであろうが、コンクリート
でかためられた圃場などを見ていると、ほんとう
にこれでよかったのだろうかと疑問がわいてく
る。水家をつくり、洪水と共に生活していた過去
は否定すべきものだったのだろうか。私には知恵
の固まりのように思えるのだが。
6) マスコミの役割
マスコミの使命は地方で生じているこれらの事
業を全国的に明らかにすることである。実際に、
長良川河口堰問題以来は比較的報道されるように
なったものの反対運動の少ない、すなわち、弱者
が多い、過疎の村ではひそかに事業が進行してい
るのである。その聞に種の絶滅は続く。建設省は
河川法改正以来、比較的に情報を公開するように
なったが、同じ様な開発を行う北海道開発庁、沖
縄開発庁、国土庁、農水省、運輸省など地方の一
部の人の利益誘導のためにとんでもない過ちを起
こしている可能性がある。マスコミは問題を掘り
起こし、国民に広く知らせる義務がある。
7)関連省庁・地方自治体との同等性と協議
長良川河口堰の場合、工業用水の需要がないこ
とを理由に、建設前に計画の撤回を申し出た三重
県に対して取った建設省の官僚の態度は中央と地
方の力関係を見る上で大変興味深い。すでにNH
Kで放映されている(プライム10、間われる巨大
開発、~検証・長良川河口ぜき~、 1991年12月4
日NHK)ことや当時の三重県の担当者が書物に
まとめているので有名になっているが、いかに中
央の官僚が省益で仕事を行い、国や地方の為では
ないことが明らかにされた。過大な先行投資は国
の財政を危うくするだけでなく、地方の財政を破
綻させた好例である。常に時代に合わせた事業計
画と、その見直し、地方自治体との平等な立場の
協議なくしては国の将来は危うい。また、関連省
庁との話し合いがほとんどされずに、無意味な開
発が行われていることは税金の無駄遣いである。
8)水需要抑制の奨励・排出物削減の奨励(イン
センティブ)
水問題に限らず、限りある環境容量や環境資源
に対してなんらの対策が取れていない日本はいず
れは汚物にまみれることは明白である。アメリカ
主導のワイルドな経済活動を許し、国民もそれに
批判を持たずに行動している現在、他国の非難は
集中するであろう。幸か不幸か日本は島国である
ために水問題に関しては自国内で完結する。それ
にしても墨田区で起こった天水の活動は朗報であ
る。
“ダムは無駄"の合い言葉で始まったアメリカの
試みがあるが、オランダの節水奨励と排出物削減
による費用削減と環境保全を明白にすることが今
後の研究者や行政の課題であろう。さらにインセ
ンティプとして課徴金や料金の値上げの処置が必
要である。この問題は容器包装リサイクル、その
ほかの廃棄物、森林資源、電力開発にもあてはめ
られる。
9)洪水対策の方法の変換および自然観の変革
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従来の洪水対策は砂防ダムや河川の直線化、渡
諜、護岸工事などによる水の強制的排除を主眼に
行われている。アメリカやヨーロッパは過剰な農
地を湿地に戻し、自然環境重視に傾いている。河
川の氾濫原に都市や農地がある。河川は氾濫する
ことが自然であるという前提にたてば、すでにで
きあがった大都会をのぞき、自ずと対策はきまっ
てくる。すなわち、森林の保全を行い、洪水が起
きたとしても、災害(人命の損失)がおきないよ
うにすることである。アメリカやヨーロッパの試
みはまさにそれに当たる。日本のように過密な国
土でも減反によって遊休地はある。借り上げの形
で遊水地を作り、そこで通常は農業を営んでも良
いことにしておけばよい。
ヨーロッパでは洪水対策としてやむを得ず河川
の提外地を広げる(引き提)場合に農地を買い上
げたり、住居を買い上げたりしている。そのため
には地方の役人はlO年以上もねばり強く住民と交
渉を重ねていると聞く。日本では国も地方も担当
者は2、3年で入れ替わり、そのような交渉をする
ための前提である地域住民の信頼を勝ち得ること
は不可能である。
10)第三者による全体予測と評価(需要・自然影
響・事業費用)の欠落
現在は情報を独占している官僚が自ら評価を
行っているが、すべての情報の収集から分析およ
び評価を行う全く第三者のアナリスト集団に
PAWNを見習った全体評価を行わせることが必
要である。 PAWNは定量的な処理を行い、そこに
は取引は入らない。しかも代替案は優、良、可ぐ
らいの順位にとどめ、全体に可が含まれないよう
な代替案が「何もしない」ことを含めて提案され
る仕組みになっている。自然環境影響を含めた計
画アセスメントを作成し、住民や環境専門家集団
と対等に協議し、決定するシステムを日本に早く
定着させる必要がある。官僚だけでなく、専門家
および住民も変革をせまられているのだ。
10計画の見直しの時期
長良川河口ダム建設見直しの好機は三重県が
1980年に計画撤退の報告書を作成した時であっ
た。残念ながら、三重県の利水負担分の4m3/s 
を愛知県と名古屋市に肩代わりしてもらうことで
決着をつけてしまったことである。
環境影響から見れば、すでに建設された河口堰
は全国に多くあったわけで、 1988年に着工する前
に環境影響の検討を行えば、現在の長良川河口堰
の姿は当然見えていた。
現在も見直しの好機である。無駄な利水のため
に導水管をひくなど、さらなる税金を無駄遣いす
ることは慎むべきである。 r水源開発」はすなわ
ち「節水Jであることを心がけてほしい。
7.堰運転開始後の状況および事後アセス
メン卜
漁業資源と自然環境
運転開始(1995年5月)からすでに3年が経過
したが、その後、まだ十分な結果が顕在化したと
は思えないが、新聞報道などによる漁師や地元の
意見を参考に記述する。長良川河口堰付近の自然
環境の調査は(財)日本自然保護協会が着工と同
時に調査を開始している((財)日本自然保護協会、
1990、1992、1996、水事情、 1997)。
利根川河口堰では建設開始後直ちにそれまでは
全国一の漁獲量を誇っていたシジミが全滅した。
おそらくそれを例として長良川も漁業補償がされ
たとは思うが、実際にシジミは長良川河口域では
全滅した。予測通り底泥が有機物を含む無酸素層
と化したためである。さらにアユやサツキマスの
遡上が減少したとの報告がある。十分な魚道の配
備をしたというが、人間の計画に魚はのるかどう
かはわからない。また、資源とは関係ない小型の
魚やそのほかの生物についてはこれから明らかと
なってゆくであろう。
膨大なダムは水辺の抽水植物を全滅させ、おそ
らく沈水植物も減少しているであろう。生物をは
ぐくみ、水を浄化する植物や汽水域の生物を失え
ば、水質は悪化をたどる以外にないし、先に述べ
たように、植物プランクトンの再生産があり、水
道水に利用するには浄化コストが増大することは
間違いない。
水質は先に述べたように海水を残したままの試
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験運転で直ちに溶存酸素が激減し、3日で中止し
た。その後海水を除き、本運転したが、底泥から
50cmの底層の水の溶存酸素は夜間は3mg/Hこま
で減少している。日中はプランクトンの増殖のた
めに溶存酸素は十分に存在するが、夜間はそれら
有機物の分解のために急激に溶存酸素は消費され
る。(財)日本自然保護協会の1995年8月5日の調
査ではゲート閉鎖中の堰上流および下流ともに底
泥直上は無酸素層となっている。したがってこの
ような水域では底生生物は生存できない(西保他、
1996 ; (財)日本自然保護協会、 1996)。このよう
な水質を改善するために無酸素層になると下層の
水を放流し、プランクトンが発生すると、上層の
水を放流するというように堰の操作によってかろ
うじて水質を保っている。幸い、自動水質測定器
があるので、操作したことは一目瞭然である。そ
のような水質状態の水域に海から魚が遡上するだ
ろうか。また、魚は降海するだろうか。
建設費用の支払い
工業用水のアロケーションを担っている愛知県
と三重県は工業用水の需要がないために23年間で
それぞれ約1000億円を返済しなければならない。
現在は貸付金の名目で支払っている。これに対し
て、愛知県の市民グループは知事を相手に税金投
入の差し止めを求める訴訟を名古屋地裁に提出し
た。三重県でも提訴の準備をしている。三重県は
その予想を建設以前に行っており、利水の不要を
訴えたが、建設省は建設を中止しなかった。建設
費の大部分を水資源公団が財政投融資から借金を
している。もし、両県の支出が不当とされた場合
には、工業用水を利用する企業の負担となるか、
国の税金で支払うかの二者択一になる。おそらく、
後者になるであろう。
一方、水道水は導水管をすでに敷設し、利用し
ている o 水源はほかに十分にあるということであ
る。水道水の値上がりについてはまだ報告はない。
長良川河口堰の運用の変更
多くの市民が主張しているように、長良川河口
堰は運用を中止し、ゲートを開放することが望ま
れる o アイスランドの河口堰はサケが遡上しなく
なったために漁民によって破壊されたが、多くの
市民は拍手喝采し、行政もそれを認めた。運転費
用、環境影響・景観・洪水時の危険性など論議が
必要なことは言うまでもないが、長良川はその愚
行を末永く人々に記憶させるために破壊しないで
六角川の河口堰のように常時ゲートを開放したら
よい。
ダム等事業審議委員会
建設省は長良川河口堰に対する批判に答え、
1995年6月にダム等事業審議委員会を設置した。
同委員会は、「地域の意見を的確に聞くこと』を目
的とし、資料の提供や情報公聞を行い、「継続して
実施」、「計画変更して実施」、「中止、または休止J
を地方建設局長等に提出するとしている。矢作川
では1995年12月から河口堰審議委員会が計8回行
われ、 1998年8月14日に正式に建設中止が決定さ
れた。しかし、その主な動機は建設目的の一つで
ある工業用水水利権を愛知県が返上表明したこと
にある。すでに膨大な長良川建設費用を支払い、
さらに矢作川で支払うことは困難となったためで
ある。
14のダム等事業審議委員会のうち、川辺川ダム
および吉野川河口堰をはじめとして7つの事業に
ついて継続実施および開始は妥当とした(水事情、
1998)。このような結果が出る理由は、ダム等事業
審議委員会が建設省や建設推進派によって構成さ
れているからに過ぎない。全くの第三者の分析能
力がある専門家がそこには存在しない。このよう
なダム等事業審議委員会は害こそあれ何の役にも
立たない。かえって隠れ蓑になるだけである。し
かし、歌い文句にある委員会の審議内容などの情
報公開と資料の公開が確実に行われていれば、そ
れだけでも前進であり、事業の失敗について誰が
責任を取るべきかが明らかになる。
8.利根川河口堰環境影響評価
東京都はオリンピックの年の渇水を経験したた
めに、利根川から水道用水を取水していた。一方、
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利根川は洪水対策として建設省が行っている河口
域の渡深によって海水が上流まで遡上するため
に、住民から塩害対策としての潮止め堰が要望さ
れていた。河口堰の流量のうち、 20m3/sの利水を
条件に東京都が約70%を出資して1971年に利根川
河口堰は完成した。実際には東京都の取水はこの
堰ではなく、上流の利根大堰から行っている。河
口堰からは主として千葉県が取水している。
利根川河口堰の環境影響評価は環境庁が(財)
日本自然保護協会に委託して1997年度に行われた
((財)日本自然保護協会、 1998)。すでに公表さ
れたデー夕、たとえば、建設省の毎月の水質(水
質年表)、流量(流量年表)などが用いられた。ま
た、現地調査も行われた。これらの作業委員とし
て筆者も加わった。その間に、水資源公団が河口
堰付近の水質調査を行っていることが判明し、そ
のデータの提出を求めた。報告書提出締め切りの
2ヶ月前にようやく手に入れることが出来、それ
らを加えてかなり詳しい影響評価が可能となっ
た。そのなかで定期的な水質調査の問題点、たと
えは濯時的な調査(夜昼)および底泥直上の調査
が欠落し、真実がわかりにくいなどの欠点が明ら
かとなった。しかし、それらのデ」夕から推定さ
れた水質ならびに自然環境は漁師からの聞き取り
調査で証明され、明確となった。たとえば、諏訪
湖、霞ヶ浦、手賀沼など浅い湖沼で生じている富
栄養化が流量が少ない時期に発生していることで
あるο 夏はアオコ、冬は珪藻による異常増殖であ
る。したがって、底泥の生物は絶滅し、したがっ
てそれを餌とする魚や鳥類も激減している。その
状況は堰の上流も下流直下も同じである。さらに
河川のコンクリートによる護岸工事が抽水植物を
激減させ、水質浄化を妨げている。富栄養化は沈
水植物も絶滅させ、水生生物のハビタートを破壊
した。
このように汽水域はもっとも活発な生物活動が
期待され、水質浄化とともに豊富な水産資源をも
たらす水域であるにもかかわらず、全国で河口堰
建設によって破壊されていることは嘆かわしい。
東京都は利根川水系から70%の都市用水を得て
いる。実際に利根川河口堰の惨状を目の当たりに
すると、都市の地方からの搾取に歯止めをかける
必要性を痛感する。埼玉県における利根川の農業
用水利権では水田以外の利用が制限されており、
利根川流域の水利用の再考が必要である。都市の
生活用水の削減が現在問われているのである。す
なわち、 PAWNの目標である節水と排出物を出さ
ないよう促す施策が環境影響を抑制し、経済的コ
スト削減の切り札であることが明らかである。
9.まとめ
長良川河口堰の建設は公共事業のあり方に対し
て広く批判されるきっかけとなった。しかし、そ
の後も諌早湾の干拓事業も実施された。この場合
は連続ギロチンの落下とムツゴローが象徴的に語
られている。しかし、数多くの名もない生物が絶
滅していることや渡り鳥の減少など世界的な潮流
である生物多様性保全に対する挑戦であることは
明らかである。費用対効果がなく、地元の財政を
圧迫するだけでなく、日本人として恥ずべき行為
である。
未だに自然が残る地域は公共事業の名目で破壊
が予定されている。少なくとも我々が知るところ
では各地の産業廃棄物処分場、川辺川ダム、吉野
川河口堰、藤前干潟、東京湾の三番瀬、マスコミ
が報道しない揚水発電用のダム、そのほかのダム
などである。それらの計画はかなり早い段階で策
定されているが建設を開始する前に国民に明らか
にしてその是非を聞い、他の方法(何もしないこ
とや節水、廃棄物の減量を含む代替案)を園、地
方自治体、各関連省庁で協議する必要がある。ま
た、新規の計画はオランダを見習い、その計画自
体の必要性を情報公開し、まず検討するべきであ
る。
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Evaluation of Constructed River Mouth Barrages(Dams) by applying the 
Method of Policy Analysis of Water Management for the Nether1ands: 
R. N agara and R. Tone 
Kazuko Ogura * 
* Department of Chemistry， Graduate School of Science， Tokyo Metropolitan University 
Comprtヲ'hensi陀 ZケbanStudies， No.67， 1998， pp.13-26 
The processes of decision making in water management in the Netherlands and policy 
analysis system (pAWN-Policy Analysis of Water Management for the Netherlands) devel-
oped for helping the decision making are explained. The River Mouth Barrage (Dam) of 
Nagara was constructed in 1995 inspite of long opposite movements by the interests (fish-
ermen and citizens)， which was planned in 1959 for water resource development. However， 
the failure of the predicted demand of water for industrial use and also drinking water left 
the huge amount of debt to local governments. The disruption of natural environment in 
the estuary by the construction of the barrage and the riparian works resulted in the 
eutrophication of water area and the destruction of habitat of benthos such as corbicula 
which had been suggested by the interests. The author describes in this paper that the eco-
nomical and the ecological damages would have been avoided if applying the decision 
making systems developed in the Netherlands before the construction of the River Mouth 
Barrage of the Nagara. 
The assessment of environmental effects of River Mouth Barrage of the Tone which was 
constructed in 1971， was carried out in 1997 by Environmental Agency. The author wiU 
mention about the results of the assessment. 
